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第４編 復 旧 等 
 
第１章 応急の復旧 

 
武力攻撃災害によって被害が発生した施設及び設備の一時的な修繕や補修など応急の復

旧について示す。 
 

１ 基本的考え方 
（１）市が管理する施設及び設備の緊急点検等 

市は、武力攻撃災害が発生した場合には、安全の確保をした上でその管理する施設

及び設備の被害状況について緊急点検を実施するとともに、被害の拡大防止及び被災

者の生活確保を最優先に応急の復旧を行う。 
 
（２）通信機器の応急の復旧 

市は、武力攻撃災害の発生により、防災行政無線等関係機関との通信機器に被害が

発生した場合には、予備機への切替等を行うとともに、保守要員により速やかな復旧

措置を講ずる。また、復旧措置を講じてもなお障害がある場合は、他の通信手段によ

り関係機関との連絡を行うものとし、直ちに総務省及び県にその状況を連絡する。 
 
（３）県に対する支援要請（法１４０条） 

市は、応急の復旧のための措置を講ずるに当たり必要があると認める場合には、県

に対し、それぞれ必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他必要な措置に関し支

援を求める。 
 
 
２ ライフライン施設等の応急の復旧 
（１）市が管理するライフライン施設等の応急の復旧 

市は、武力攻撃災害が発生した場合には、市が管理する上下水道、工業用水道等の

ライフライン施設について、速やかに被害の状況を把握するとともに、被害の状況に

応じて、応急の復旧のための措置を講ずる。 
 

（２）市が管理する輸送施設の応急の復旧 
市は、武力攻撃災害が発生した場合には、その管理する道路について、速やかに被

害の状況を把握し、その状況を県に報告するとともに、被害の状況に応じて、障害物

の除去その他避難住民の運送等の輸送の確保に必要な応急の復旧のための措置を講ず

る。 
  
（３）指定公共機関等が管理するライフライン施設等の応急の復旧への協力 

市は、電気、ガス、通信等のライフライン事業者である指定公共機関等が応急の復

旧のため協力の要請があった場合には、県と連携しながら、所要の措置を講じる。 
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第２章 武力攻撃災害の復旧 
 
武力攻撃事態の終了後に行われる武力攻撃災害の復旧について示す。 

 
１ 国における所要の法制の整備等（法１７１条） 
武力攻撃災害が発生したときは、国において財政上の措置その他本格的な復旧に向け

た所要の法制が整備されるとともに、特に、大規模な武力攻撃災害が発生したときは、

本格的な復旧に向けての国全体としての方向性について速やかに検討することとされて

おり、市は、武力攻撃災害の復旧について、国が示す方針にしたがって県と連携して実

施する。 
 
 
２ 市における当面の復旧 
市は、本格的な復旧に向けた所要の法制が整備されるまでの間、被災の状況、地域の

特性、関係する公共的施設の管理者の意向等を勘案しつつ、迅速な復旧を目指すととも

に、必要があると判断するときは、地域の実情等を勘案し、県と連携して、当面の復旧

の方向を定める。 
 
 
３ 市が管理する施設及び設備の復旧 
市は、武力攻撃災害により市の管理する施設及び設備が被災した場合は、被災の状況、

周辺地域の状況等を勘案しつつ迅速な復旧を行う。 
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第３章 財政上の措置等 
 
保護措置の実施に要した費用の支弁及び損失補償等に関する手続、市民の権利利益の救

済に係る手続等について示す。 
 
１ 費用負担及び支弁 
（１）国及び地方公共団体の費用の負担（法１６４条・１６８条） 

市が実施する保護措置その他国民保護法に基づいて実施する措置に要する費用につ

いては、原則として国が負担することとされており、国民保護法施行令で定めるとこ

ろにより、国に対し負担金の請求を行う。 
 
【国と地方公共団体の費用分担】（法 168、令 47～51） 
１ 国が負担する費用 

① 住民の避難に関する措置に要する費用 
② 避難住民等の救援に関する措置に要する費用 
（厚生労働大臣が定める程度、方法及び期間による救援に要する費用） 
③ 武力攻撃災害への対処に関する措置に要する費用 
④ 損失補償若しくは実費弁償、損害補償又は損失補てんに要する費用 
（地方公共団体に故意又は重大な過失がある場合を除く。） 
⑤ 国が地方公共団体と共同して行う保護措置についての訓練に係る費用 

２ 地方公共団体が負担する費用 

① 地方公共団体の職員の給料及び扶養手当その他政令で定める手当 
（調整手当、住居手当、通勤手当その他の手当） 
※ 保護措置に係る職務を行う職員の特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日

直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び武力攻

撃災害派遣手当は国が負担 
② 地方公共団体の管理及び行政事務の執行に要する費用で政令で定めるも

の 
（消耗品費、通信費その他の費用） 
③ 地方公共団体が施設の管理者として行う事務に要する費用で政令で定め

るもの 
（当該施設の維持管理に通常要すると認められる費用） 

 
（２）他の市町村の応援に要する費用の支弁（法１６５条） 

市は、他の市の応援を受けたときは、当該応援に要した費用を支弁する。この場合

において、市が当該費用を支弁するいとまがないときは、応援を求めた市に対し、当

該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求めることができる。 
 
（３）市の措置を代行した場合の費用の支弁（法１６６条） 

市が、武力攻撃災害により事務を行うことができなくなったときに県が市の実施す

べき保護措置を代行したときは、県が当該費用を支弁するものとされている。 
 
（４）救援の事務を行う場合の費用の支弁（法１６７条） 

市が行う救援に関する事務に要した費用は、県が支弁するものとされている。こ

の場合において、県の権限に属する救援の実施に関する事務の一部を市長が行うこ
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ととしたとき、又は県が当該費用を支弁するいとまがないときは、当該市に対し、

当該費用を一時的に立て替えて支弁させることができるものとされている。 
 
（５）関係書類の保管 

市は、武力攻撃事態等において、保護措置の実施に要する費用の支出に当たって

は、その支出額を証明する書類等を保管する。 
 
 
２ 損失補償、実費弁償及び損害補償 
（１）損失補償（法１５９条１項・令４０条） 

市は、国民保護法に基づく土地や建物の使用、物資の収用等の行政処分を行った結

果、通常生ずべき損失については、国民保護法施行令に定める手続等に従い、補償を

行う。 
 
（２）実費弁償（法１５９条２項・令４１条・４２条） 

市は、国民保護法に基づいて行った医療の実施の要請又は指示に従って医療を行う

医療関係者に対しては、国民保護法施行令で定める手続等に従い、その実費を弁償す

る。 
 
（３）損害補償（法１６０条・令４３条・４４条） 

市は、保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協力をした者がそ

のために死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続等に従い、損害補償を行う。 
 
 
３ 総合調整及び指示に係る損失の補てん（法１６１条２項・令４５条・４６条） 
市は、保護措置の実施に関し、県対策本部長が総合調整を行い、又は指示をした結果、

市が損失を受けたときは、国民保護法施行令に定める対象及び手続等に従い、県に対し

損失の請求を行う。 
ただし、その責めに帰すべき事由により損失が生じたときは、この限りではない。 

 
 
４ 市民の権利利益の救済に係る手続等 
（１）市民の権利利益の迅速な救済 
① 市は、武力攻撃事態等が発生した場合には、保護措置の実施に伴う損失補償、保

護措置に係る不服申立て又は訴訟その他の市民の権利利益の救済に係る手続を迅速

に処理するための総合的な窓口を開設する。 
② 市における救済に係る手続は、その原因となった保護措置を実施した課室におい

て処理するものとし、危機管理室は、その取りまとめを行う。また、不服申立て又

は訴訟が提起された場合は、総務部総務室法制課が補佐する。 
③ 市は、必要に応じ外部の専門家等の協力を得るなどにより、市民の権利利益の救

済のため迅速に対応する。 
 
【市民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 

特定物資の収用に関すること。（法第81条第２項） 
特定物資の保管命令に関すること。（法第81条第３項） 
土地等の使用に関すること。（法第82条） 

損失補償 
（法第159条第１

項） 
応急公用負担に関すること。（法第113条第３項） 



第４編 復旧等 第３章 財政上の措置等 

 143

 車両等の破損措置に関すること。（法第155条第２項において
準用する災害対策基本法第76条の３第２項後段） 

実費弁償 
（法第159条第２

項） 
医療の実施の要請等に関すること。（法第85条第１・２項） 

市民への協力要請によるもの（法第70条第１・３項、80条
第１項、115条第１項、123条第１項） 損害補償 

（法第160条） 
医療の実施の要請等によるもの（法第85条第１・２項） 

不服申立てに関すること。（法第６条、175条） 
訴訟に関すること。（法第６条、175条） 

 
（２）市民の権利利益に関する文書の保存 
① 市は、市民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、協力の要

請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、文書管理規則の定め

るところにより、適切に保存する。 
② 市は、これらの手続きに関する文書の保存に当たっては、武力攻撃災害による当

該文書の逸失等を防ぐため、安全な場所への確実な保管等について配慮する。 
③ 市は、これらの手続に関連する文書について、武力攻撃事態等が継続している場

合及び保護措置に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合には、保存期間

を延長する。 
 
 
 
 
 


